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就業者数 構成比 就業者数 構成比 就業者数 構成比
総数（産業大分類） 7516 100.0% 4303 100.0% 3213 100.0%
第一次産業 566 7.5% 342 7.9% 224 7.0%
Ａ 農業，林業 565 7.5% 341 7.9% 224 7.0%
うち農業 562 7.5% 338 7.9% 224 7.0%
Ｂ 漁業 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%
第二次産業 3312 44.1% 2300 53.5% 1012 31.5%
Ｃ 鉱業，採石業，砂利採取業 1 0.0% 1 0.0% 0 0.0%
Ｄ 建設業 464 6.2% 383 8.9% 81 2.5%
Ｅ 製造業 2847 37.9% 1916 44.5% 931 29.0%
第三次産業 3591 47.8% 1632 37.9% 1959 61.0%
Ｆ 電気・ガス・熱供給・水道業 17 0.2% 15 0.3% 2 0.1%
Ｇ 情報通信業 69 0.9% 50 1.2% 19 0.6%
Ｈ 運輸業，郵便業 243 3.2% 213 5.0% 30 0.9%
Ｉ 卸売業，小売業 887 11.8% 409 9.5% 478 14.9%
Ｊ 金融業，保険業 106 1.4% 32 0.7% 74 2.3%
Ｋ 不動産業，物品賃貸業 49 0.7% 32 0.7% 17 0.5%
Ｌ 学術研究，専門・技術サービス業 147 2.0% 105 2.4% 42 1.3%
Ｍ 宿泊業，飲食サービス業 329 4.4% 97 2.3% 232 7.2%
Ｎ 生活関連サービス業，娯楽業 241 3.2% 85 2.0% 156 4.9%
Ｏ 教育，学習支援業 224 3.0% 91 2.1% 133 4.1%
Ｐ 医療，福祉 714 9.5% 131 3.0% 583 18.1%
Ｑ 複合サービス事業 74 1.0% 37 0.9% 37 1.2%
Ｒ サービス業（他に分類されないもの） 289 3.8% 191 4.4% 98 3.1%
Ｓ 公務（他に分類されるものを除く） 202 2.7% 144 3.3% 58 1.8%
Ｔ 分類不能の産業 47 0.6% 29 0.7% 18 0.6%

女性男性総数
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20.9%

19.4%

17.7%

7.1%
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19.9%

33.0%

80.5%
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医療，福祉(565)

卸売業，小売業(464)

製造業(2847)

建設業(887)

農業，林業(714)

20歳代以下 30歳代 40歳代 50歳代 60歳代以上
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48.3%

54.6%

51.5%

44.8%

0.2%

0.5%

0% 20% 40% 60% 80% 100%

坂城町が従業地である就業者数

坂城町が常住地である就業者数

町内で従業 県内他市町村で従業

町内で常住 県内他市町村で常住 県外

県外

自市町が常住地（住まい）の場合 坂城町 上田市 千曲市

54.6% 82.6% 60.7%

44.8% 16.6% 38.6%

0.5% 0.9% 0.7%

　自市町で従業

　他県で従業

　県内他市町村で従業

自市町が従業地（職場）の場合 坂城町 上田市 千曲市

48.3% 81.2% 69.5%

51.5% 18.2% 30.2%

0.2% 0.5% 0.3%　他県で常住

　自市町に常住

　県内他市町村で常住
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31.9%
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52.6%
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53.3%
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0.1%

0.1%

1.0%

0.6%

0.7%

0.5%

1.5%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

70歳以上（733）

60～69歳（1293）

50～59歳（1515）

40～49歳（1670）

30～39歳（1309）

20～29歳（930）

15～19歳（66）

町内で従業 県内他市町村で従業 県外で従業
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社
会
増
に
よ
る
、
人
口
減
少
抑
制
の
効
果

出生率の上昇による、人口減少抑制の効果 高 高

低

低

1 2 3 4 5 総計

1 佐久市、原村、南箕輪村
山形村

⾧野市、松本市、上田市
塩尻市、安曇野市
軽井沢町、御代田町
松川村

12
（15.6％）

2 川上村
飯田市、諏訪市、駒ケ根市
茅野市、東御市、宮田村
松川町、高森町、豊丘村

須坂市、小諸市、千曲市
立科町、池田町、白馬村
高山村

麻績村
18

（23.3％）

3

伊那市、中野市、青木村
富士見町、箕輪村、飯島町
中川村、下條村、売木村
喬木村、木祖村、大桑村
木曽町、生坂村、小布施町
木島平村、小川村

岡谷市、大町市、辰野町
泰阜村、朝日村、坂城町

23
（29.9％）

4

南相木村、⾧和町、阿南町
阿智村、平谷村、根羽村
大鹿村、南木曽町、筑北村
栄村

小海町、南牧村、佐久穂町
下諏訪町、山ノ内町、信濃
町
飯綱町

17
（22.1％）

5 飯山市、天龍村、上松町
北相木村、小谷村、野沢温
泉村

王滝村
7

（9.1％）

総計
1

（1.3％）
43

（55.8％）
31

（40.1％）
2

（2.6％）
77

社
会
増
減
の
影
響
度
 
2
0
4
0
年

自 然 増 減 の 影 響 度  2 0 4 0 年
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社人研推計

シミュレーション① 2035年に合計特殊出生率2.07まで上昇（現状の人口移動の傾向により算出）

シミュレーション② 2035年に合計特殊出生率2.07まで上昇（人口移動均衡（転出と転入が同数））

シミュレーション③ 2035年に合計特殊出生率2.07まで上昇（転入促進により転入増となる場合）

（年）

（人）
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（人）

 

うち0～4歳

2015年 現状値 14,871 1,796 486 8,128 4,947 1,269

社人研推計 9,958 919 267 4,786 4,253 692

シミュレーション① 10,472 1,306 397 4,913 4,253 721

シミュレーション② 12,376 1,735 583 6,131 4,510 1,175

シミュレーション③ 13,085 1,837 631 6,738 4,510 1,298

20～39歳
女性人口

65歳以上
人口

15～64歳
人口

0～14歳
人口

総人口

2040年

うち0～4歳

社人研推計 -33.0% -48.8% -45.1% -41.1% -14.0% -45.5%

シミュレーション① -29.6% -27.3% -18.4% -39.6% -14.0% -43.2%

シミュレーション② -16.8% -3.4% 20.1% -24.6% -8.8% -7.4%

シミュレーション③ -12.0% 2.3% 29.8% -17.1% -8.8% 2.3%

2015年
→2040年
増減率

総人口
0～14歳
人口

15～64歳
人口

65歳以上
人口

20～39歳
女性人口
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決算額単位：千円

2012年度
決算額

2013年度
決算額

2014年度
決算額

2015年度
決算額

2016年度
決算額

2017年度
決算額

2018年度
決算額

決算額 構成比(％)
歳入 総額 6,117,377 5,890,425 6,895,978 7,869,366 6,315,106 7,064,966 7,005,106 100.0%

町税 2,358,127 2,334,302 2,690,545 2,850,070 2,595,699 2,640,311 2,831,208 40.4%
個人町民税 671,098 678,163 694,684 718,669 717,539 719,339 734,685 10.5%
法人町民税 250,305 205,566 547,596 675,384 419,897 434,903 631,352 9.0%
固定資産税 1,293,353 1,296,949 1,295,330 1,301,656 1,297,893 1,314,667 1,289,681 18.4%

地方交付税 1,248,949 1,223,331 1,295,823 1,177,453 1,016,876 1,088,317 1,121,783 16.0%
国庫支出金 398,185 409,976 558,679 745,790 532,504 566,850 572,774 8.2%
諸収入 600,697 458,815 557,190 507,849 511,111 509,905 516,181 7.4%
町債 508,118 497,077 53,491 662,328 292,856 711,602 491,583 7.0%

歳出 総額 6,039,780 5,685,980 6,812,975 7,792,689 6,218,386 9,667,765 6,821,661 100.0%
民生費 1,540,879 1,618,000 1,645,084 1,677,612 1,761,319 1,811,613 1,717,826 25.2%
総務費 875,440 687,959 1,604,800 1,106,589 980,610 1,524,872 1,127,403 16.5%
土木費 805,826 779,787 744,400 833,303 838,821 931,615 967,402 14.2%
教育費 598,162 567,613 716,912 2,090,230 553,391 491,831 844,937 12.4%
公債費 882,734 706,726 666,944 733,284 693,871 682,434 664,783 9.7%
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決算額単位：千円
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歳入 総額 6,117,377 5,890,425 6,895,978 7,869,366 6,315,106 7,064,966 7,005,106 100.0%

町税 2,358,127 2,334,302 2,690,545 2,850,070 2,595,699 2,640,311 2,831,208 40.4%
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諸収入 600,697 458,815 557,190 507,849 511,111 509,905 516,181 7.4%
町債 508,118 497,077 53,491 662,328 292,856 711,602 491,583 7.0%

歳出 総額 6,039,780 5,685,980 6,812,975 7,792,689 6,218,386 9,667,765 6,821,661 100.0%
民生費 1,540,879 1,618,000 1,645,084 1,677,612 1,761,319 1,811,613 1,717,826 25.2%
総務費 875,440 687,959 1,604,800 1,106,589 980,610 1,524,872 1,127,403 16.5%
土木費 805,826 779,787 744,400 833,303 838,821 931,615 967,402 14.2%
教育費 598,162 567,613 716,912 2,090,230 553,391 491,831 844,937 12.4%
公債費 882,734 706,726 666,944 733,284 693,871 682,434 664,783 9.7%

 

決算額単位：千円

2013年度
決算額

2014年度
決算額

2015年度
決算額

2016年度
決算額

2017年度
決算額

2018年度
決算額

高齢者関連経費 535,660 463,727 478,924 522,861 482,857 486,531
老人福祉費 478,732 406,727 418,288 464,213 425,408 430,390
高齢者対策費 17,533 17,097 18,039 17,004 16,685 16,814
地域包括支援センター費 39,395 39,903 42,597 41,644 40,764 39,327

児童関連経費 576,380 611,395 600,849 596,946 690,685 596,640
児童福祉費総務費 284,821 300,192 288,349 276,538 278,457 280,258
保育園総務費・各保育園費 266,417 283,168 282,654 284,999 289,154 283,943
児童館運営費 16,757 17,972 20,195 25,494 112,574 21,819
子育て支援センター事業 8,385 10,063 9,651 9,915 10,500 10,620
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0人人～～ 5千千人人～～ 1万万人人～～ 2万万人人～～ 5万万人人～～ 10万万人人～～ 20万万人人～～ 50万万人人～～

小小売売
宿宿泊泊・・飲飲食食ササーービビスス

生生活活関関連連ササーービビスス

学学術術研研究究、、
教教育育・・学学習習支支援援

医医療療・・福福祉祉

金金融融
対対企企業業ササーービビスス

500人

500人

飲食料品小売業

2,500人 7,500人

喫茶店 ハンバーガー店

32,500人 52,500人

77,500人 92,500人
275,000人

5,500人 17,500人

遊技場

17,500人 37,500人

カラオケボックス業

42,500人 62,500人

フィットネスクラブ

87,500人 175,000人

5,500人 6,500人

学習塾

57,500人 87,500人

77,500人 125,000人 175,000人

175,000人 275,000人

学術・開発研究機関 大学

500人

500人 4,500人

5,500人 27,500人

27,500人8,500人

22,500人9,500人 62,500人32,500人

42,500人 125,000人

500人 6,500人 9,500人
17,500人 27,500人

57,500人 77,500人

87,500人 275,000人

介護老人福祉施設

介護老人保健施設 介護療養型医療施設

税理士事務所

公認会計士事務所

飲食店

大型ショッピングセンター 百貨店

映画館

博物館・美術館

一般診療所 一般病院

訪問介護事業

有料老人ホーム

救命救急センター

郵便局 銀行

法律事務所

15,000人人ラライインン
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訪問介護事業

有料老人ホーム
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郵便局 銀行

法律事務所
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＜人口＞
・総人口は、1985年をピークに減少している。
・年少人口（15歳未満）と生産年齢人口（15～64歳）は、⾧期的に減少傾向にある。
・老年人口（65歳以上）は、⾧期的に増加を続けてきたが、2020年以降減少に転じる一方、老年人口が総人口に

占める割合（高齢化率）は、2015年に33.3％。2040年には42.7％まで上昇する見込み。
少子高齢化が進行するとともに、各年代で人口が減少している。

＜自然動態＞
・高齢化の進展に伴い、老年人口における死亡者数は増加
・出生数は、年ごとに増減はあるものの、⾧期的に減少傾向
・合計特殊出生率は 1.45で、県平均（1.57）を下回っている。
・子育て世代の人口流出により、出生数は減少
・出生-死亡による人口増減（自然増減）は、毎年100人以上減

高齢化により死亡者が増加する一方、出生数は減少しており、
自然動態は、減少傾向にある。

＜社会動態＞
・社会動態は、増減はあるものの⾧期的に改善
・10代後半～20代前半の若者や、30代前半の子育て世代は、転出超過
・20代後半の人口は、2015年に転入超過となった
・社会動態のうち、外国人による転出入の割合が増加
○ 10代後半から20代前半の人口は、進学等に伴い、減少している
ものの、20代後半など、一部の世代では転入超過

○全体として、社会動態は改善傾向（年によっては増加している）

＜雇用・就業＞
・第三次産業（サービス業など）への就業割合が増加
・男女ともに製造業への就業割合が最も多い。特に女性の就業割合で製造業が最も多いのは特徴的
・坂城町で働く就業者のうち、約半数は町外の住民
・年代が若くなるほど町外で就業する割合が高い
・町内の雇用は、景気等の外的要因による影響を受けやすい
○就業者の就業先として、サービス業などの第三次産業への就業割合が増加している。
○若い世代を中心に、町外での雇用を選択する割合が多い。
○町内の雇用は、景気など外的要因の影響を受けやすい。

＜生活＞
・町民の５割超（町外転出者は６割超）が『住みやすい』と感じている。
・住みやすさを感じる理由は『自然環境に恵まれていること』『災害が少ないこと』『通勤・通学が便利であること』
・住みにくさを感じる理由は『買い物がしづらい環境であること』『余暇を楽しむ場所が少ないこと』『人間関係が濃すぎて、面倒くさいこと』
・今後、重要なテーマは、『医療や福祉の充実』『子育て支援・少子化対策』『高齢者や障がい者支援の充実』『防災・減災対策』

○町民や転出者の半数以上が、当町を「住みやすい」と感じている。
○住みにくいと感じる要因は、買い物環境や余暇の楽しみの少なさ。
○今後のまちづくりの意向として、「子育て支援の充実」「医療や福祉の充実」を望む意見が多い。
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①①  ししごごとと（（坂坂城城町町でで働働ききたたいいとと思思ええるる雇雇用用・・就就業業機機会会ををつつくくるる））  

②②  出出産産・・子子育育てて（（結結婚婚・・妊妊娠娠・・出出産産のの希希望望をを実実現現しし、、安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境ををつつくくるる））  
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①①  ししごごとと（（坂坂城城町町でで働働ききたたいいとと思思ええるる雇雇用用・・就就業業機機会会ををつつくくるる））  

②②  出出産産・・子子育育てて（（結結婚婚・・妊妊娠娠・・出出産産のの希希望望をを実実現現しし、、安安心心ししてて子子育育ててででききるる環環境境ををつつくくるる））  

 

 

○ 

③③  人人のの流流れれ（（移移住住・・定定住住をを促促進進ししてて新新たたなな人人のの流流れれををつつくくるる））  

④④  くくららしし（（生生涯涯ににわわたたりり誰誰ももがが活活躍躍ででききるる安安心心・・安安全全ののままちちををつつくくるる））  

共共通通①①  デデジジタタルル変変革革・・SSoocciieettyy55..00（（先先端端技技術術をを活活用用ししたたススママーートトタタウウンンのの実実現現))  

共共通通②②  ＳＳＤＤＧＧｓｓのの達達成成  ((誰誰一一人人取取りり残残ささなないい持持続続可可能能なな町町のの実実現現))  
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基本目標① 坂城町で働きたいと思える雇用・就業機会をつくる

目標値（基本目標①）

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

新規就業者（企業経営調査） １４１人／年 １５０人／年

新規就農者 ３１人／5年 ３５人／5年

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

合計特殊出生率 1.45 1.8４

出会いイベント参加者数 ５２名／年 １００名／年

基本目標② 結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子育てできる環境をつくる

目標値（基本目標②）
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基本目標① 坂城町で働きたいと思える雇用・就業機会をつくる

目標値（基本目標①）

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

新規就業者（企業経営調査） １４１人／年 １５０人／年

新規就農者 ３１人／5年 ３５人／5年

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

合計特殊出生率 1.45 1.8４

出会いイベント参加者数 ５２名／年 １００名／年

基本目標② 結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子育てできる環境をつくる

目標値（基本目標②）

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

社会増減（５年間平均）※ 20.４人減少 ２９.４人増加

移住相談件数 ２２件／年 ３８件／年

基本目標③ 移住・定住を促進して新たな人の流れをつくる

目標値（基本目標③）

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

男性の健康寿命（平均自立期間） 81.3歳 82.8歳

女性の健康寿命（平均自立期間） 85.4歳 86.9歳

基本目標④ 生涯にわたり誰もが活躍できる安心・安全のまちをつくる

目標値（基本目標④）
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共通テーマ①
デジタル変革の取り組みによるSociety5.0時代のまちづくり

～先端技術を活用したスマートタウンの実現～

共通テーマ②
ＳＤＧｓの達成を目指すまちづくり

～誰一人取り残さない持続可能な町の実現～
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共通テーマ①
デジタル変革の取り組みによるSociety5.0時代のまちづくり

～先端技術を活用したスマートタウンの実現～

共通テーマ②
ＳＤＧｓの達成を目指すまちづくり

～誰一人取り残さない持続可能な町の実現～
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重点プロジェクト①
「環境に優しく災害に強い町を実現するスマートタウンプロジェクト」

▶事業の背景（現状・課題）
近年、地球温暖化による気候変動が原因と考えられる「数十年に一度」の豪雨災害が頻

発しており、ものづくりの町として、エネルギー消費が多い本町においても、気候変動を

抑制するための取り組みとして、利用する電力のクリーンエネルギー化を推進することが

求められています。

また、東日本大震災や熊本地震、令和元年東日本台風など、大規模災害の教訓を生かし、

今後も発生が予想される大規模災害から生命や財産を守るための体制を構築することが求

められています。

こうした課題を解決するため、町全体でのクリーンエネルギー化を推進するとともに、

蓄電池やＥＶ車などによる災害発生時に備えたエネルギー確保や、情報通信技術などを活

用した避難行動最適化に向けた基盤整備に取り組んでいきます。

▶事業の内容
●気候変動を抑制するための取り組み
・ 2017年度（平成29年度）に太陽光発電及び蓄電設備を設置した役場本庁舎に加え、

学校などの町有施設にもクリーンエネルギーを導入することにより、町のスマート

エネルギー化を推進します。

・ 町全体でのスマートエネルギー化を推進するため、各世帯を対象としたクリーン

エネルギー導入支援を推進します。

●大規模自然災害から生命や財産を守るための取り組み
・ 災害発生時において、町民の生命を守るため、停電時においても中核避難所に電力

が安定的に供給される体制を構築します。

・ 地震や台風をはじめとする様々な災害に対し、ＧＩＳやオープンデータなどを活用

し、町民がより安全で最適な避難行動ができるよう、情報通信基盤を整備します。

第３章 重点プロジェクト
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▶

▶

停電時に電力を確保できる中核避難所数 ０箇所 ４箇所

住宅への蓄電池導入件数（累計） 42件 261件

２次利用可能な防災に関するオープンデータ数 ０個 １０個
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重点プロジェクト②

「新たな工業団地の造成を核にした雇用の創出プロジェクト」

▶事業の背景（現状・課題）
定住人口を将来にわたって維持していくためには、地域における雇用の場の創出が重

要であることから、工業・ものづくりの町としてこれまで培ってきた産業特性を活かし

つつ、より多くの雇用の場を創出するため、新たな工業団地の整備および早期分譲によ

る雇用の場の創出を促進するとともに、町の強みである工業分野のさらなる強化を目指

します。

また、雇用の場の創出とともに、さかきテクノセンターやテクノハート坂城協同組合、

関連団体とも連携をしながら、既存企業や新たな分野の創業に対する支援、大学との連

携による学生の就職支援やU・I・Jターン希望者と企業のマッチングにも引き続き取り

組み、産業の活性化と雇用の創出、しごとをきっかけとした町内への移住を促進します。

▶事業の内容
●就業の場となる企業の立地に向けた工業団地の造成

・地域における雇用の場の創出に向け、新たな工業団地の用地取得・造成に取り

組みます。

・新たに造成する工業団地の交通利便性向上を図るため、周辺道路の整備などに

取り組みます。

●企業立地と就業者の確保
・新たに造成する工業団地を早期に分譲・稼働するとともに、企業立地の支援に

取り組み、町の強みである工業分野のさらなる強化を図ります。

・工業団地造成による雇用の場の創出とあわせて、町内企業への就業をきっかけと

したＵ・Ｉ・Ｊターン移住者や定住者の確保に向けた企業説明会やインターン

シップなどに関係機関と連携しながら取り組みます。
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▶

▶

新たな工業団地の稼働率 ０％（造成前） １００％

町内企業の新規就業者数（企業経営調査） １４１人／年 １５０人／年
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重点プロジェクト③
「子育て・教育・福祉のオールインワンプロジェクト」

▶事業の背景（現状・課題）
全ての世代、全ての住民が住み良く感じる町であるために、子育て・教育・福祉の各

分野で、障がいがある人や高齢者、子育て世代などへの様々な支援に注力しています。

未来を担う子どもたちの健やかな成長や、誰もがいきいきと生活することができる環

境は、町に活力を与え、魅力ある未来をもたらすものであることから、子育て・教育・

福祉施策の充実を、今後も一体的に進めていく必要があります。

また、子育て・教育・福祉の各分野では、施策が相互に関連しており、横断的かつ複

合的な対応が求められています。

現状と今後求められるニーズを踏まえ、ソフト・ハード両面から、子育て・教育・福

祉の各分野の支援を一元的に実施することにより、全ての世代が住み良く感じる魅力的

なまちづくりを推進し、転入促進や、転出抑制を目指します。

▶事業の内容
●子育て世代が住み良く魅力的に感じるまちづくりのための取り組み

子育て応援アプリの利用を促進し、子育ての利便性向上や負担軽減を図ります。

●未来を担う子どもたちの教育環境の充実
多様な資質や能力をもつ子どもたちや、支援が必要な子どもたちなど、子ども一人

ひとりの個性を尊重し、従来の教育実践とＩＣＴを組み合わせたＩＣＴ教育を推進

することにより、教育環境の充実を図るとともに、今後訪れるＩＣＴ・ＩｏＴ社会

やSociety5.0時代に対応できる人材の育成を図ります。

●すべての世代が住み良く魅力的に感じるまちづくりのための取り組み
子育て・教育・福祉の各分野の支援を一元的に実施するため、現在分散している、

保健センターや子育て支援センターなどの様々な機能を複合化施設に集約するとと

もに、子育て世代包括支援センターを設置し、一元的な支援を実施することにより、

ソフト・ハード両面から、利便性の向上を図ります。
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▶

▶

子育て応援アプリ利用登録者数 ０件（導入前） １７０件

児童生徒のＩＣＴ機器活用数 未整備 各クラス１日２～３回以上活用

▶
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基本目標① 坂城町で働きたいと思える雇用・就業機会をつくる

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

テクノセンター利用者数 7,300人／年 8,450人／年

販路拡大のための事業を通じた受注件数 ８件／年 １５件／年

新技術・新製品開発件数 ２件／年 １５件／５年

学生インターンシップ、企業見学受入企業数 ４７社／５年 ５０社／５年

▶

▶

▶

ゴール17
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項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

商業・サービス業創業等支援件数 ３件／年 １７件／５年

認定農業者・認定新規就農者数（再掲） ４経営体／年 ５経営体／年

▶

▶

▶

ゴール17
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項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

商業・サービス業創業等支援件数 ３件／年 １７件／５年

認定農業者・認定新規就農者数（再掲） ４経営体／年 ５経営体／年

▶

▶

▶

ゴール17

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

イベント参加者数 （葡萄酒祭・セミナー・銀座） ２，１００人 ２，５００人

さかきブランド事業活用件数 ３件／年 ４件／年

認定農業者・認定新規就農者数 ４経営体／年 ５経営体／年

▶

▶

▶

ゴール17
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項項目目 現現状状値値（（ＲＲ１１）） 目目標標値値（（ＲＲ７７））

出会いイベント参加者数 52名／年 １００名／年

子育て支援センター来訪者数 9,900人／年 10,000人／年

子育て応援アプリ利用登録者数 ０人（導入前） 170人

基本目標② 結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子育てできる環境をつくる

▶

▶

▶

ゴール17
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項項目目 現現状状値値（（ＲＲ１１）） 目目標標値値（（ＲＲ７７））

出会いイベント参加者数 52名／年 １００名／年

子育て支援センター来訪者数 9,900人／年 10,000人／年

子育て応援アプリ利用登録者数 ０人（導入前） 170人

基本目標② 結婚・妊娠・出産の希望を実現し、安心して子育てできる環境をつくる

▶

▶

▶

ゴール17
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（２）一人ひとりの成長を後押しする教育環境の充実

町民や町内外の若者が、坂城町で子どもを育てることに魅力を感じることができるよう、

子どもの能力や個性を引き出し、誰もが互いに人格と個性を尊重し支えあう全員参加型の教

育を推進し、教育環境の充実に取り組みます。

２３．学力向上事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）

不登校児童生徒数 13名 ７名

諸検査やテストを行い、学級運営の状況、学習習熟度、体力状況を把握し、教育活動の立案の基礎とする。
また、学校職員会で結果分析を行い、町内小中学校が共通認識を持つことにより、連携・協働して知力・

体力の向上を図る。

２４．インクルーシブ教育推進事業

教育課程、学習指導、特別支援教育、その他学校教育に関する専門的事項の指導・アドバイスを行うコー
ディネーター、カウンセラーの配置や、特別な支援が必要な児童生徒、外国籍・不登校児童生徒の相談・支
援を行う支援員を配置するとともに、施設・設備面での対応を充実させ、すべての児童生徒が共に学び、安
心した学校生活を送れるよう、インクルーシブ教育の推進を図る。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

２８．ＩＣＴ教育推進事業（再掲）

多様な資質や能力をもつ児童生徒や、支援が必要な児童生徒など、すべての子どもたちの持つ可能性を拡
げるため、ＩＣＴ機器を効果的に活用した授業改善や、情報モラルを含む情報活用能力の育成のほか、教職
員が児童生徒と向き合う時間を確保し、質の高い教育を実現するための校務の情報化など、従来の教育実践
とＩＣＴを組み合わせたＩＣＴ教育を推進することにより、教育環境の充実を図るとともに、今後訪れるＩ
ＣＴ社会に対応できる人材の育成を図る。

▶ 関連するＳＤＧｓの目標
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（３）時代の変化に対応できる子どもを育む教育環境の充実

これからの時代を牽引する子供たちを育成する環境を構築するため、企業や大学などと連

携しながら、国際交流の機会拡大や、日常の学校生活におけるＩＣＴ機器の活用機会を創出

し、グローバル化やＩＣＴ化など、目まぐるしく変化する社会情勢に対応できる人材の育成

に向けた教育環境の構築に取り組みます。

２５．小中学生英語力向上事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
児童英検正答率 ８０％（小学４年生） ８０％（小学４～６年生）

中学生海外派遣者数 ０名 ４０名／５年

児童生徒のＩＣＴ機器活用数 未整備 各クラス1日2～3回以上活用

社会の急速なグローバル化へ対応するため、3名のＡＬＴを配置し、中学校の英語教育及び小学校の英語教
育・活動の支援を行う。また、教職員の英語研修や、小中一貫した英語教育による小中学生の英語力向上を
図る。

２６．小中学生の国際交流事業

小学生の中国上海市との教育交流や、中学生のアメリカ シリコンバレーへの海外派遣事業を実施し、外国
の方との親善や、文化への理解を深め、国際的感覚の育成を図る。

２７．高校生タイ国研修事業

多感な時期にある高校生に、タイ国で活躍する町内企業の視察、現地学生との交流、異文化・歴史体験を
通じて、国際感覚を養い、日本・坂城町を再認識するとともに、将来展望を考える機会を提供する。

２８．ＩＣＴ教育推進事業

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

▶ 関連するＳＤＧｓの目標

多様な資質や能力をもつ児童生徒や、支援が必要な児童生徒など、すべての子どもたちの持つ可能性を拡
げるため、 ＩＣＴ機器を効果的に活用した授業改善や、情報モラルを含む情報活用能力の育成のほか、教職
員が児童生徒と向き合う時間を確保し、質の高い教育を実現するための校務の情報化など、従来の教育実践
とＩＣＴを組み合わせたＩＣＴ教育を推進することにより、教育環境の充実を図るとともに、今後訪れるＩ
ＣＴ社会に対応できる人材の育成を図る。
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基本目標③ 移住・定住を促進して新たな人の流れをつくる

（１）若者の地元への定着とＵ・Ｉ・Ｊターンの促進

若者世代が、町内に定着するよう、住居の確保や就業に関する支援による地元出身者の定

住支援に取り組みます。

また、進学・就職などを機に町外に転出した若者や、新たに当町に興味を持った若者の移

住を支援するため、移住セミナーなどを活用した移住相談や、空き家バンクの活用などによ

る移住促進に取り組みます。

２９．移住定住促進事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
空き家活用件数 ５件／年 ３０件／５年

町外からの転入による町営住宅入居者数 １０件／５年 １５件／５年

学生インターンシップ、企業見学受入企業数（再掲） ４７社／５年 ５０社／５年

移住促進に関する施策を広域連携で取組み、事業の効率・効果を高めるとともに、移住希望者及び移住者
へのサービスの向上を図る。
また、移住希望者を呼び込むとともに、定住者を増やし、人口増へつなげるための移住定住促進事業を実

施する。

３０．公営住宅の管理事業

広報、町ホームページへの掲載や、町内企業への町内住宅のPRを行う。
入居者が快適に生活できるよう迅速に修理等を実施し、住環境の整備を図る。

３１．空き家バンク事業

移住定住施策事業として空き家の有効活用を図るため、引き続き町のHPなどで周知を行う。
また、固定資産税納付書発送時にチラシを同封するなど、物件登録数を増やすことにより、移住定住者向

け事業として成約件数の増加を図る。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

▶ 関連するＳＤＧｓの目標
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（２）町内外への魅力発信による坂城町への愛着の醸成

多様な雇用の場や、出産・子育て・教育環境などといった様々な町の魅力を、イベントな

ど様々な機会を通じて、結婚、出産、子育て、住居の購入などを考える町内外の若者世代に

向け、強力に発信することにより、関係人口の創出や人口流出抑制、人口流入促進、町への

愛着醸成に関する施策に取り組みます。

３２．ふるさと納税事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
観光客数 52,２00人／年 60,000人／年

坂城町ＰＲ活動件数 ６４件／５年 ７５件／５年

ふるさと納税により、町に寄附を寄せていただいた方に対し、町の特産品等を返礼品として贈ることで、
町の魅力発信や特産品振興、関係人口創出を図る。

３３．町民まつり事業

町民まつりへの参加を通して、学校、地区、企業など、地域の絆を深め、町への郷土愛を深める。

３４．観光振興事業

新たなイベントや取組みに参加し、町の特産品やねずこんなどの観光資源を最大限活用して、効果的な誘
客を図るとともに、駅周辺の中心市街地における拠点施設や観光案内設備などの整備を行い、観光客の周遊
性向上による周辺施設への波及効果を創出する。

３５．鉄の展示館企画展事業

人間国宝故宮入行平刀匠を顕彰しつつ、各年代が興味を持ち楽しめる内容を検討し、特別展や企画展を実
施する。
また、他団体等のイベントやＰＲ活動に積極的に参加し、鉄の展示館の周知、情報発信を行う。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

▶ 関連するＳＤＧｓの目標

３６．ばら祭りイベント事業

千曲川の自然と一体となった「さかき千曲川バラ公園」の魅力を町内外に発信し、ばらのまちづくりの推
進する。
また、町の活性化を図り、観光施策と連携し「坂城町を訪れたい」と思ってもらえる「ばら祭り」の開催

に努め、新たな人口流入の増加を図る。

３７．１６９系車両維持管理事業

坂城町に譲渡された湘南カラーと呼ばれる169系電車を坂城町のPRの発信のツールとして利活用する。
また、169系電車の施設・設備の整備を図る。
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基本目標④ 生涯にわたり誰もが活躍できる安心・安全のまちをつくる

（１）住民自治による自律した地域づくりの促進

住民同士が互いに助け合いながら安心して生活できるよう、生活環境の維持・向上に向け

た各種活動や、消防、防犯活動、地域文化の振興に関わる活動など、自治区等の住民が主体

となり、快適で安心・安全な地域をづくりに向けた地域コミュニティによる活動の支援に取

り組みます。

３８．地域づくり活動支援事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
地域づくり活動支援事業申請件数（５年平均） ２０件／年 ２３件／年

新入消防団員数 １１名／年 １２名／年

住民参加のまちづくりを推進し、地域のコミュニティ活動の活性化を図るため、地域づくり勉強会の開催
や区長会を通じた活用事例の紹介や事業申請に係る個別相談など、きめ細かなサポートを行うことで、多く
の事業に活用してもらえるよう、事業のＰＲ及び、支援を行う。自治会活動保険加入事業についても、継続
実施する。

３９．消防団事業

消防団のPRなど、消防団に対する理解を向上させる活動を通じて、団員確保に取り組み、消防団・婦人消
防隊活動の維持・充実による地域防災力の強化向上を図る。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

４５．生涯学習振興事業（再掲）

町民の学習機会の創出、地域リーダーの育成を目標に、ふれあい大学、ライフステージエコー、出前講座
等を生涯学習推進協議会、ライフステージエコー実行委員会などを中心に実施する。

▶ 関連するＳＤＧｓの目標
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（２）快適で安心、安全な生活を実現する環境整備

誰もが、快適で安心・安全な生活を送ることができる魅力的なまちを実現するため、災害

時における迅速かつ正確な情報伝達基盤の整備や避難所機能の強化、再生可能エネルギーに

よる効率的なエネルギー活用支援、安全性・利便性のための駅周辺を中心としたバリアフ

リー化推進など、暮らしやすいまちづくりを構築するための環境整備に取り組みます。

４１．スマートタウン構想事業

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
各家庭への蓄電池導入件数（累計） ４２件 ２６１件

町内バリアフリー化等実施箇所数 ２０か所／５年 ２４か所／５年

循環バス年間利用者数（延べ人数） 15,500人／年 15,840人／年

町全体のエネルギーの効率的利用を目指し、公共施設をはじめ、住宅や企業への再生可能エネルギー設備
の導入を推進する。
災害時に重要な公共施設への蓄電機能を備えた再生可能エネルギー設備の導入、住宅用スマートエネル

ギー導入事業補助金事業の実施、再生可能エネルギー設備の導入にかかる補助事業の情報提供等を行う。

４２．都市公園施設整備事業

坂城町の都市公園及びさかき千曲川バラ公園には、町内外から多くの方が来園していることから、坂城町
のPR・発信をし、定住人口の増及び、教育環境施設としての充実を図る。

４０．トータルメディアコミュニケーション推進事業

５Ｇ時代におけるトータルメディアコミュニケーションの次ステップ、当事業の在り方を研究する。
公式ツイッター、すぐメールの登録者増加。町防災ＷＥＢの周知、利用者の増を図る。
災害時の多言語配信（発令）を行う。

４３．安心安全な道づくり事業

しなの鉄道の駅周辺や小中学校等の通学路を中心に、バリアフリー化を行い、小中学生や高校生等の歩行
者や、高齢者、障がい者などの移動制約者等の安全性・利便性の向上を図る。

４４．地域間ふれあい交通網事業

移動制約者や買い物弱者をはじめ、運転免許返納者等の移動手段として、町内及び上田医療センターまで
の循環バスの運行を旅客運行業者に委託して実施する。
また、高齢者や交通弱者等へのデマンド交通の研究など、総合的な交通体系づくりを促進する。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

▶ 関連するＳＤＧｓの目標
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（３）健康で生涯いきいきと暮らせる環境づくり

町民が、生きがいを持ち健康で活力に満ちた生活を送ることができるよう、保健、健診、

食育など、健康を維持するための取組みの充実を図ります。

また、芸術や文化、スポーツといった様々な分野に関わる機会の充実を図り、生涯いきい

きと暮らせるまちづくりに取り組みます。

項目 現状値（Ｒ１） 目標値（Ｒ７）
シルバー人材センター 町内会員数 １５９人／年 １７９人／年

食育・健康づくり事業受講者数 1,333人／年 1,600人／年

４６．健康増進事業

各種検診・健診・予防接種の受診率向上や人間ドックの助成、介護予防事業等の充実を図り、町民がいつ
までも健康で豊かな生活が送れるよう、健康寿命の延伸を図る。

４７．食育・健康づくり推進事業

食育と規則正しい生活習慣の大切さを理解し、習慣化を図るため、食育に関係する事業を各課と連携し、
すべてのライフステージにおける食育を推進するとともに、糖尿病等の生活習慣病予防と重症化予防を図る。

４８．更埴地域シルバー人材センター補助事業

高齢者の就労機会を確保し、社会参加の意義向上と生きがいづくりため、就業開拓やシルバー事業の周知
を図り、新規の受注機会や就業機会の拡大をもって、契約高や分配金の増加に取り組み、高齢者が意欲を
もって活動に参加できる環境を整備する。
また、会員個々の技能のスキルアップにより活動の質を高め、買い物支援や介護福祉などの地域の高齢化

課題に取り組むなど、公益的法人として社会貢献活動を積極的に推進することで、シルバーの活動の幅を広
げ、センター事業の活性化を図る。

▶ 重要業績指標（ＫＰＩ）

▶ 具体的事業

４５．生涯学習振興事業

町民の学習機会の創出、地域リーダーの育成を目標に、ふれあい大学、ライフステージエコー、出前講座
等を生涯学習推進協議会、ライフステージエコー実行委員会などを中心に実施していく。

▶ 関連するＳＤＧｓの目標
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SDGsと第2期坂城町まち・ひと・しごと創生総合戦略の基本目標との関係
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